予算要求資料
平成30年度3月補正予算 支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名 新生産性向上高性能林業機械導入補助金(H30国補正)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　林政部　森林整備課　森林経営係　電話番号：058-272-1111（内3198）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　20,824千円　（現計予算額：0千円）　森林整備特別枠
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一般

財源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	20,824
	20,824
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	20,824
	20,824
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）と、日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）の合意を受けて、新たな国際環境の下で、県産材を使用した合板・製材・集成材の国際競争力を高めていくためには、合板・製材・集成材工場等に対して、間伐材等を安定して供給することが必要である。
　そこで、林業事業体等がより効率的に木材生産を行うために、高性能林業機械を導入する経費を助成する。
　国の平成30年度補正予算が閣議決定され、当該事業についても採択されたこ

ととなったことから、県でも経済対策の観点から、国に対して合板・製材・集成材生産性向上・品質転換促進対策事業に係る予算を要求し、当該事業を実施するため、補正予算にて増額補正を要求する。
（２）事業内容

合板・製材・集成材工場等へ安定して効率的に間伐材等を供給するため、合板・製材・集成材生産性向上・品質転換促進対策事業を活用し、林業事業体等が行う高性能林業機械の導入に対し助成する。
（３）県負担・補助率の考え方

【補 助 率】
高性能林業機械等の導入：定額（１/２以内）
（４）類似事業の有無
　林業・木材産業成長産業化促進対策交付金
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	補助金
	20,824
	機械購入に係る事業費×補助率(1/2以内)

	合計
	20,824
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

第３期岐阜県森林づくり基本計画
　　２　林業及び木材産業の振興　　（１）効率的な森林施業の実施

（２）国・他県の状況
　　　国は国補助事業（合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策交付金）において意欲と能力のある林業経営者育成を図るため高性能林業機械の導入等の支援をしているため各都道府県が活用している。
　　
（３）後年度の財政負担

　　　国庫補助事業を活用し継続的に支援する。
（４）事業主体及びその妥当性
１）事業主体：県が選定した意欲と能力のある林業経営者（選定経営体）
　　２）妥当性：国要綱（合板・製材・集成材国際競争力強化対策実施要綱）に基づくもので、事業主体として妥当である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　高性能林業機械を活用した効率的な木材生産システムの構築を進め、合板・製材工場等へ安定的に木材を供給できる体制を整える。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	素材生産量

（万㎥）
	32.5

(H27)
	－
	－
	－
	53.5
(H29)
	60

(H33)
	89.2％

	高性能林業機械保有台数

（台）
	186

(H27)
	(H )
	(H )
	(H )
	224
(H29)
	220

(H33)
	101.8％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）と、日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）の合意を受け、県産材の競争力を高めていくためには、木材を効率的かつ安定して生産できる体制づくりが重要である。
・木材生産の効率化には、高性能林業機械の導入が必要不可欠であるが、機械１台当たりの導入経費は10,000千円～70,000千円と高価であり、導入にあたっては減価償却するのに十分な事業量を確保している必要がある。県が導入経費を負担しリスクを軽減することにより機械の導入が促進される。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・県産材の競争力を強化するためには、高性能林業機械の整備の他、合板・製材・集成材工場等の整備や路網整備等、川上から川下まで一体的に取り組んでいく必要がある。


（次年度の方向性）
	・合板・製材・集成材工場等に対して効率的かつ安定的に木材供給できる事業体が行う高性能林業機械の導入に対して助成する。


